
議案第７０号

令 和 ２ 年 度 東 久 留 米 市 一 般 会 計 補 正 予 算



令和２年度東久留米市一般会計補正予算（第８号）

　令和２年度東久留米市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１,７２０,８５５千円を追加し、

　歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５９,８６９,８０２千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

　歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第２条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第213条第1項の規定により翌年度

　に繰り越して使用することができる経費は、「第２表　繰越明許費」による。

（債務負担行為の補正）

第３条　債務負担行為の追加は、「第３表　債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第４条　地方債の変更及び廃止は、「第４表　地方債補正」による。

令和２年８月３１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　東久留米市長　　　並 木　克 巳
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第２表　繰越明許費

（単位：千円）

第３表  債務負担行為補正

（追加） （単位：千円）

第４表  地方債補正

（変更） （単位：千円）

（廃止） （単位：千円）

利率 償還の方法

事　　　項 期　　　間 限　度　額

起債の目的

5,534

62,562

款 項 事　業　名 金　　　額

２ 総務費 １ 総務管理費 中間サーバー次期システム移行対応事業

起債の方法 限度額 起債の方法利率 償還の方法

人事給与システム利用業務
(令和２年度設定)

令和３年度から
令和８年度まで

２ 総務費 １ 総務管理費 人事給与システム再構築事業 38,709

３ 民生費

同左 同左

補正前 補正後

限度額

２ 児童福祉費 旧さいわい保育園舎解体事業 54,000

１０ 教育費 ３ 中学校費 下里中学校空調機設置事業 60,848

起債の方法

臨時財政対策債 1,510,000
証書借入

又は
証券発行

5.0％以内
（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率 )

政府､東京都､そ
の他金融機関に
ついては､その融
資条件による。た
だし､市財政の都
合により据置期間
及び償還期限を
短縮し､又は､繰上
償還もしくは低利
に借り換えするこ
とができる。

1,447,706

－

同左

起債の目的
補正前 補正後

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額

－

利率 償還の方法

第十小学校トイレ改
修事業 42,300

証書借入
又は

証券発行

5.0％以内
（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率）

政府､東京都､そ
の他金融機関に
ついては､その融
資条件による。た
だし､市財政の都
合により据置期間
及び償還期限を
短縮し､又は､繰上
償還もしくは低利
に借り換えするこ
とができる。

－ －
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令和２年度東久留米市一般会計歳入歳出補正予算事項別明細書
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特　定　財　源

国・都
支出金

地方債 その他

人事給与システム
利用業務
(令和２年度設定)

62,562
令和３年度から
令和８年度まで

62,562      62,562

前年度末まで
の支出(見込)額

当該年度以降
の支出予定額

左 の 財 源 内 訳

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

（単位：千円）

事  項 限 度 額

一般財源期　間 金　額 期　間 金　額
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当該年度中増減見込額

起債見込額 元金償還見込額

１．普通債 6,477,857        6,419,035       997,000          713,641          6,702,394        

　(1) 総務債 724,787          588,824          　　　　　　－ 180,798          408,026          

　(2) 民生債 597,834          543,616          　　　　　　－ 59,340            484,276          

　(3) 衛生債 297,857          258,763          　　　　　　－ 39,534            219,229          

　(4) 土木債 2,335,534        2,212,068       191,000          271,519          2,131,549        

　(5) 消防債 289,693          257,156          　　　　　　－ 28,275            228,881          

　(6) 教育債 2,232,152        2,558,608       806,000          134,175          3,230,433        

２．その他 18,253,458      18,513,099     1,447,706        1,228,179        18,732,626      

　(1) 住民税等減税補てん債 491,279          376,782          　　　　　　－ 99,726            277,056          

　(2) 臨時財政対策債 17,762,179      18,136,317     1,447,706        1,128,453        18,455,570      

計 24,731,315      24,932,134     2,444,706        1,941,820        25,435,020      

（注）「当該年度中増減見込額」の「起債見込額」は、令和元年度繰越明許費に係る収入見込額を含む。

地 方 債 の 前 々 年 度 末 及 び 前 年 度 末 に お け る 現 在 高

並 び に 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

当該年度末
現在高見込額

区  分
前々年度末

現在高
前年度末
現在高

（単位：千円）
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